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党県連合

臨時大会

それぞれの立場で社会民主主義の実現をめざし、護憲・平和、脱原発の闘いの継続を！

12 月６日、40名の代議員以下総勢 60 名程度が参加して

「合流問題」に絞った県連合臨時大会が開催されました。

下北からは代議員として目時、杉山、栗橋の３名、他に

木下顧問、日土常任幹事が参加しました。

大会はやや重苦しい空気の中、三上代表の挨拶、斎藤幹

事長から議案提起があり、議事に入りました。

各総支部からの発言は議案には一定の理解を示しながら

も多くの発言がありました。

【主な意見】

・ 下部党員への周知期間がが乏しく全体の意見を取りま

とめることが厳しかったこと。

・ 県連合の方針が合流方向を前提としており、全国大会

決定と齟齬があるのではないか。

・ 残留を希望党員への懇切丁寧な対応が必要である。

・ 合流したから社会民主主義が伸びるとは思えない。

・ 県内の立憲民主党の立場や方向性が見えてこない中で

は合流の意思決定への判断材料が見出せない。

・ 党が今日の状況になった要因をキチンと議論しないま

までは合流しても現状の打開にはつながらない。

・ 党名が変わっても様々な政策の実現を最優先に考える

なら合流の選択肢は理解する。

発言の中には議案が党本部で決定された方針と整合性が

取れていないとして修正動議的な文書提出もありました。

しかし、これを受けた三上代表が答弁に立ち、「県連合

の現実を踏まえた上での本部方針の解釈であり、決して本

部方針に反していないことを表明しながらも、この意見の

趣旨、とりわけ残留党員への対応などを十分に汲み取りな

がら対応していく」と表明し、発言者も了解しました。

また、社民フォーラムの県内組織の立ち上げを１、２月

中に行い、護憲平和活動や脱原発運動を支障なく継続でき

るよう最大限の努力をすることなどが示されました。

この結果、大会議案は満場一致で採択され、最後は全員

で団結ガンバローを唱和しました。これにより青森県の社

民党の歴史も大きく舵が切られたことになります。

残留するグループも合流するグループも何故、こうした

事態になったのかを真摯に反省しながらそれぞれの道に向

かうのでなければ単に衣を替えただけにすぎず本来の目指

すところの社会民主主義の発展への展望は見えてこないこ

とが浮き彫りにされた大会でした。

そして、まだまだこの先、現執行部でキチンと整理すべ

き課題が残ったままとなりました。

【下北からの発言内容（杉山代議員）】

・ 本日の大会の位置づけと大会以降のスケジュールを

明確にしてほしい、とりわけ総支部の扱い方なども県

内での統一的な対応もキチンと提起してほしい。

・ 党員への合流や残留の選択の方法は統一した形式で

かつ、丁寧に進めてほしい。

・ 社民フォーラムのような党内党的な仕組みを県内の

立憲サイドはどのように認識しているのか。

・ 協力党員の場合、立憲民主移行かつフォーラム加入

となれば相当の費用負担となる。こうしたことへの対

応も検討してほしい。

・ 社会新報などの今後の取り扱いについて早急に明確

にしなければ一般の読者に対しても欠礼にあたる。

★ こうした質問や意見に対しては執行部は前向きに捉

えキチンと対応することを表明し、意思表示用の書式を

示しました。「新報」の扱いには早急に本部とも協議し指

示するとしました。

挨拶する三上代表 発言する杉山代議員

次ページに新聞記事を掲載しました
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★最終ページに党員、

協力党員へのお願いを

記載しています。



12 ・８ 繰り返すな！戦争への道、「下北地域９条の会」で街頭宣伝
太平洋戦争開戦から79年目の 12 月

８日、下北地域９条の会は定例の９日

行動を繰り上げてマエダ本店前で街宣

行動を展開しました。木下千代治共同

代表以下 12 名が参加し、うち６名が

それぞれ反戦・護憲をそれぞれの立場

から買い物中の市民に訴えました。



むつ市議会 246 回定例会、杉浦市議が中間貯蔵施設問題などを取り上げました
コロナ禍でむつ市議会も前回までは議員一人 15 分と

されてきましたが、今回より通常通り（一人１時間程

度）となりました。杉浦議員は 12月７日登壇し(1)地域

内のサル被害対策、(2)むつ中間貯蔵施設問題の２項目

を取り上げました。

うち中間貯蔵施設関連では、①安全審査合格や立地協

定締結後 15 年経過した状況を踏まえ、あらためて市と

して住民に説明するべきではないかと、②原子力規制委

員会委員長も記者会見においても、この施設についてい

くつかの懸念材料が示されているが、これらを踏まえ安

全協定を締結する前に住民との公開討論会などを行い丁

寧に対応すべきでないか、③オフサイトセンターは現状

東通原発オフサイトセンターとの共用とされているが、

独自施設の設置について国や県と協議していると思うが、

現状はどの程度進展しているのか、３点です。

なお答弁の概要は以下の通りです。

①、②は企画政策部長より以下の答弁がありました。

平成 17 年むつ市など４者で協定締結後に、東日本大

震災、福島原発事故、高速増殖炉もんじゅの廃止措置な

ど中間貯蔵施設を取り巻く状況が大きく変化していること

も承知しており、安全協定の締結に向けてはむつ市議会で

しっかりと論議していただくことで市民の理解も深まると

考える。その上でさらに市民への対応が必要と判断すれば、

その手法を含めて検討していきたい。

③については吉田総務部長より以下の答弁がありました。

オフサイトセンターは原子力災害特別措置法に基づき各

原子力事業所ごとに総理大臣が指定することになっている。

同センターは原子力災害などの緊急事態にその施設外部か

ら応急祖 s 値を講ずる施設であることから、市としても複

合災害発生なども考慮しながら市役所本庁舎周辺が適地と

判断している。そしてその旨を施設設置主体となる県にも

意向は伝えており、国、県で現在検討中と認識している。

こうした答弁に対して杉浦議員からは市民への説明会は

是非とも実施していただきたいこと、オフサイトセンター

建設も早急に進めるよう強く国、県当局へ働きかけるよう

要望しました。

※これ以外のサル被害問題等は東奥日報記事を参照下さい

しゃ 一般質問壇上
の杉浦議員
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